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１．検討目的 
大深度トンネルの分岐合流部の施工については、これまでの委員会において外環をケーススタディとした検討を行った結果、現有技術（曲線パイプルーフ＋ＮＡＴＭ）を基本とした工法で施工可能

であることを確認したところである。 
一方、大深度地下を活用した大断面・長距離トンネルの普及にあたっては、さらなる工期短縮・コスト縮減を考慮した施工技術が望まれる。 
 
本検討では、技術検討の条件として外環の設計条件を参考的に示すとともに、大深度トンネルにおける民間等の技術開発状況について調査を行うことにより、施工技術の検討を促すものである。 

 
 
２．技術開発状況調査の手法 

１）調査項目 

・ 工法概要（概要図等） 

・ 概略施工計画（施工フロー・施工順序・特徴的な必要事項） 

・ 概略構造（完成時の構造・概略躯体構造・構造計算試算状況の明示） 

・ 開発段階（開発状況・実現可能時期） 

・ 環境条件（周辺環境への影響・地下水への影響等） 

・ 概略工期、概算工費 

・ これまでに要した技術開発費および今後要する技術開発費 

・ 技術開発体制について 

 
２）調査手法  

・ 情報提供者は、所定の様式に従い作成した電子データ（Ｗｏｒｄ形式）を、下記提出先に郵送。（持ち込み不可） ※資料提出後の調整はメール等で実施 

・ 調査期間は、平成１８年１２月１４日（木）から平成１９年２月１日（木）。（必要に応じ来年度以降も実施） 

 
３）提出先・問い合わせ先 

・ 国土交通省関東地方整備局 道路部計画調整課 
〒３３０－９７２４ さいたま市中央区新都心２番地１さいたま新都心合同庁舎２号館１９階  ＴＥＬ ０４８－６００－１３４３ 

 
 
３．調査結果 

・ 情報提供の総数 １９工法（工法名が同一のものは１工法として整理） 

・ 情報提供を受けた工法は、数年内を目途に実施工が可能となるよう開発が進められている。 

・ 開発中の技術の実施工が可能となった場合、現有技術を基本とした工法と比較し、構造のコンパクト化による発生土抑制や、工期短縮、コスト低減などが期待される。 

・ 今後の技術開発に対する意見（主な意見） 

○効率的な技術開発の推進のため、施工・設計条件などのさらなる提示が必要 

○技術開発に関する産学官の協力の仕組みが必要（実証施工の場の提供、共同研究） 
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４．今後の調査の進め方について 
今回の調査により、民間等において大深度トンネルの分岐合流部の施工技術を開発・検討していることが確認できた。しかしながら実際の現場への適用にはさらなる検討が必要としている。今後は、

これら施工技術の検討を民間等においてさらに効率的・効果的に進められるよう、また、大深度トンネルの分岐合流部に適用可能な施工技術を確認するために、下記の流れにより調査を行うこととする。 
 
 

 ＜施工技術の開発状況調査の流れ（案）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．技術開発に対する意見への対応（産学官の協力の仕組みについて） 

現段階において、国土交通省では、産学官で構成する新技術活用評価会議が新工法の技術の成立性や現場適用性などを評価する仕組み（公共工事等における新技術活用システム）などを取り入れてい

るところ。 
この他の産学官の協力の仕組みや具体な内容については、今後、その必要性、可能性を含め検討を行うこととする。 
 

○開発状況調査の実施（適宜） 
例えば、 

・ 技術検討条件を追加提示 
・ 技術的成立性を確認する項目を提示 
・ 再度、情報提供を募る 
・ 技術開発状況等について直接、情報提供者からヒアリングすること

により確認 .etc 

○開発状況調査結果の整理・分析 
 例えば、 
・ 施工技術の特徴に視点をおいたグループ分け 
・ 施工技術の課題の整理  .etc 
 
○技術検討の追加条件を抽出（外環の設計条件を参考的に抽出） 
 例えば、 
・ 本体構造や仮設構造の大きさの限度 
・ 他の断面での検討（本線３車線＋ランプ３車線、本線３車線＋ランプ１車線） 
・ 本線シールド等の施工への影響を確認 .etc 
 
○開発技術の技術的成立性を確認する項目を抽出 
 例えば、 
・ 成立性の確認に必要な資料やデータの項目（ＦＥＭ解析、試験施工、地下水影

響解析、構造物耐力照査、詳細な施工手順） .etc 
大深度トンネル分岐合流部に適用可能な施工技術を確認 

現在の段階 

○技術検討の条件を抽出（H18.12.13）（外環の設計条件を参考的に抽出） 

・ 検討対象箇所 
・ 道路種級及び設計速度 
・ 本線及びランプシールドトンネル断面 
・ 内空条件 
・ 地質条件 
・ 上載荷重 
・ 環境への影響条件 
・ 資機材の搬入、掘削土砂の搬出 

次回以降 

：大深度トンネル技術検討委員会として実施する部分 

○開発状況調査の実施（H18.12.14～H19.2.1） 
・ 技術検討の条件を提示 
・ 情報提供数：１９工法（工法名が同一のものは１工法として整理）
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「大深度トンネル分岐合流部の施工技術の開発状況調査」で情報提供を受けた工法一覧表（１／４） 

工法名 
ツインアーチジャンクション工法＋ 

ジャンクションビーム工法 

ＣＶ拡幅工法を用いた分岐合流部接合

工法 
Ｄ－Ｓｈａｐｅシールド工法 

太径曲線パイプルーフ工法＋ 

ＶＡＳＡＲＡシールド工法 
ＭＦ式分岐・合流シールド工法 

概要図 

 

 

 

 

    

工法概要 

・連結部分の上下部にｱｰﾁ型の矩形ﾊﾟｲ

ﾌﾟﾙｰﾌを複数設置し、矩形ﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌ内に

永久構造物となるｱｰﾁ鋼材を挿入。 

・ｱｰﾁ鋼材の端部をｾｸﾞﾒﾝﾄと接合し接合

部に作用する荷重をﾄﾝﾈﾙ覆工へ伝達。 

・本線とﾗﾝﾌﾟを連結ｾｸﾞﾒﾝﾄで接続し、連

結ｾｸﾞﾒﾝﾄとﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌ間にｺﾝｸﾘｰﾄを充填

する事で、高剛性の合成梁構造となる。 

・連結部分の上下部にｼﾞｬﾝｸｼｮﾝﾋﾞｰﾑを

設置し、ｼﾞｬﾝｸｼｮﾝﾋﾞｰﾑの両端をｾｸﾞﾒﾝﾄ

に接合する事で、連結部分に作用する

荷重を主に軸力としてｾｸﾞﾒﾝﾄに伝達。 

・本工法は、本線トンネル施工後にラン

プシールド機で本線トンネルを直接切削

し、その後ランプトンネルと本線トンネル

を接続することにより分岐合流部の構築

を行うものである。 

・ランプトンネルの断面形状は、上下部

にフラット面を有する小判型形状とし、

「CV 拡幅シールド機」を用いて掘進す

る。「CV 拡幅シールド機」は、カッタ面板

を往復道させることにより、連続的に断

面を拡幅する。 

・２本のｼｰﾙﾄﾞﾄﾝﾈﾙをｵｰﾊﾞｰﾗｯﾌﾟした上

で両ﾄﾝﾈﾙ間を切開き・接合する合理的

な施工方法。 

・先行ｼｰﾙﾄﾞは円形であり、分合流区間

ではｾｸﾞﾒﾝﾄのみをＤ形として、欠円部に

は特殊裏込材を充填する。 

・後行ｼｰﾙﾄﾞも円形であり、分合流区間

では先行ｼｰﾙﾄﾞの特殊裏込材をﾗｯﾌﾟ切

削して、円形ｼｰﾙﾄﾞを組立てる。 

・分合流区間では、Ｄ形と円形のトンネ

ル間を地盤改良などの補助工法を併用

して切開き、大断面の横ﾀﾏｺﾞ形ﾄﾝﾈﾙを

構築する。 

 

・主軸となる太径曲線パイプルーフ工法

で大断面の地下空間用アーチ土留めを

確実に構築し、さらに残された地山部に

凍土止水壁を造成し、大断面の地下空

間を地上の環境に悪影響を与えることな

く非開削で構築する工法。 

「ＭＦ式分岐・合流シールド工法」とは、

本線は通常の円形シールドのままで、枝

線部に三円形ＭＦシールドを用いること

により、安全かつ合理的にシールドトン

ネルの分岐・合流を可能とするもので

す。 

開発段階 （提出企業の要望により非公開） 

基本的なコンセプト（施工方法、覆工構

造等）を固め、シールド機の要素実験を

終了。 

施工ステップを考慮した設計・施工検討

を実施済み。 

下向きﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌは新宿線で施工完了。

上向きﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌは実大の実証実験を実

施中。今後、部材の安全性・耐久性の詳

細な解析と鋼殻とﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌの接続構造

の詳細な検討を予定。ＶＡＳＡＲＡｼｰﾙﾄﾞ

工法は現場適用実績２件。 

施工技術レベルとしては既存技術の組

み合わせであるため、十分実用レベルと

考えます。構造面は、このような都市部

における硬質地盤を前提とした設計手

法が確立されていない為、実施設計段

階で検討時間を要するものと考えます。

実現 

可能時期 
（提出企業の要望により非公開） （提出企業の要望により非公開） ２０１０年度頃の予定 

太径曲線パイプルーフ工法 

→ ２００７年度 

ＶＡＳＡＲＡシールド工法 

→ ２０１０年度頃を予定 

現状にて実現レベル 

概略工期 （提出企業の要望により非公開） （提出企業の要望により非公開） （提出企業の要望により非公開） （提出企業の要望により非公開） 約１４ヶ月 

概略工費 （記載なし） （提出企業の要望により非公開） （提出企業の要望により非公開） （提出企業の要望により非公開） ３７９．５億円（直工） 

技術開発

体制につ

いて（要

望事項） 

（提出企業の要望により非公開） （要望事項の記載無し） 

・工法を確実なものとする為、小規模施

工から大規模施工という段階が必要。 

・こういった形状が要求される土木構造

物は希。実証実験、実証施工の場になり

うる機会を官から提示してほしい。 

・実証施工に必要な予算も膨大となるた

め官民共同の開発体制が望ましい。 

（要望事項の記載無し） 

このような構造物を一般的なｾｸﾞﾒﾝﾄの

設計手法で計算すると、かなりの部材厚

が必要となる。しかし、Ｎ値の高い洪積

地盤の場合、都市ＮＡＴＭの考え方を適

用する事も可能と考えられ、設計手法に

よっては覆工の合理化が図られるが、そ

の為には学術業界の協力が必要。 

※ 本資料は情報提供資料より抜粋したものであり、内容については今後整理・分析する必要がある。 

 

内管：アーチ鋼材 

ｼﾞｬﾝｸｼｮﾝﾋﾞｰﾑ 

外管：矩形ﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌ

連結セグメント 

連結セグメント 

ﾗﾝﾌﾟ線ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

本線ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

鋼繊維補強高流動コンクリー

  
接合部終了断面 

合流付近のイメージ図 

 

拡幅断面掘削時 

CV 拡幅シールド機概要図 
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「大深度トンネル分岐合流部の施工技術の開発状況調査」で情報提供を受けた工法一覧表（２／４） 

工法名 ブロックシールド工法 ＧＳＥリング工法 ＳＲ－ＪＰ工法 ＦＡＳＴ工法 大深度プレシェル工法 

概要図 

 

 

 

 

    

工法概要 

・本・支線ｼｰﾙﾄﾞ施工後に複数の小断面

のｼｰﾙﾄﾞ（ﾌﾞﾛｯｸｼｰﾙﾄﾞ）にて切拡げ部を

防護。 

・ﾌﾞﾛｯｸｼｰﾙﾄﾞは、本・支線ｼｰﾙﾄﾞから切

拡げに必要な本数を斜めに多段発進

し、切拡げ区間では縦断方向のﾙｰﾌとし

て使用。 

・ﾌﾞｯﾛｸｼｰﾙﾄﾞは鼓型と円形の鋼製ｾｸﾞﾒﾝ

ﾄを交互に配置し、ﾙｰﾌ間距離を縮小し、

ﾙｰﾌ横断方向の接合面積を確保。 

・ﾌﾞﾛｯｸｼｰﾙﾄﾞにてﾙｰﾌ部の施工を終えた

後に横断方向に接続させ、ﾙｰﾌを構築

する。 

・ﾙｰﾌ構築後に切拡げ部を掘削。 

・ﾘﾝｸﾞ状の一体ｼｰﾙﾄﾞ機で外殻部のみを

一括掘削して覆工体を構築した後に、内

部土砂を掘削しﾄﾝﾈﾙを完成する工法。 
・２つの作業坑部を上下に配置したｼｰﾙ

ﾄﾞ機で、ﾘﾝｸﾞ部の一部を切削可能材料と

した本線ﾄﾝﾈﾙ用外殻覆工体を構築。 
・ﾗﾝﾌﾟｼｰﾙﾄﾞ機が本線を直接切削し、本

線にﾗﾝﾌﾟを重ねる形で貫入し到達。 
・到達後、本線の内部土砂を掘削すると

ともに、本線とﾗﾝﾌﾟの交差する一次覆工

ｾｸﾞﾒﾝﾄを撤去し、新たに両ﾄﾝﾈﾙを接続

する覆工体及び底版等を構築。 
・ﾗﾝﾌﾟﾄﾝﾈﾙをﾘﾝｸﾞ状一体ｼｰﾙﾄﾞ機とし、

本線ｼｰﾙﾄﾞ機が貫入することも可能。 

・分岐合流部の外周に小口径ｼｰﾙﾄﾞを所

定間隔で配置し、ｼｰﾙﾄﾞのﾙｰﾌ先受工を

構築。 

・掘進完了したﾙｰﾌｼｰﾙﾄﾞﾄﾝﾈﾙ内から隣

り合うﾙｰﾌｼｰﾙﾄﾞﾄﾝﾈﾙ間に限定凍結を

施し、ﾄﾝﾈﾙ間の凍土を掘削し、鉄筋ｺﾝｸ

ﾘｰﾄで充填・連結。16 本のﾙｰﾌｼｰﾙﾄﾞﾄﾝ

ﾈﾙを順次連結し、剛性の高いﾘﾝｸﾞ状の

本設覆工壁を分岐合流部の拡幅形状に

沿って構築する。 

・分岐合流部を本線ｼｰﾙﾄﾞが通過後、ﾘﾝ

ｸﾞ状の本設覆工壁内を掘削し、分岐合

流部に必要な大空間を構築する。 

 

FAST（Free Access Shield Tunnel）工法

は、先行するシールドトンネルの覆工の

一部に、シールドのカッタビットで切削が

可能なＦＦＵセグメントを組み込み、後行

シールド機で直接切削して２本のシール

ドトンネルを非開削で連結し、地中での

接合を可能とする工法です。 

大深度プレシェル工法は、トンネル掘削

に先行して外殻を構築する外殻先行覆

工工法である。トンネル外殻に沿って複

数の小断面エレメントをラップさせながら

掘進し、各エレメントを地中で接続・一体

化して外殻覆工を構築後、内部を掘削し

て分岐・合流部を構築する。小断面エレ

メントの集積による外殻覆工は断面設定

の自由度が高く地下連絡通路等の小断

面トンネルから鉄道断面あるいは道路で

の分岐合流部の大断面まで広く適応可

能である。 

開発段階 

現在、下記の課題に取り組み中である。 

・ｼｰﾙﾄﾞ坑内からの発進、到達方法 

・ﾌﾞﾛｯｸｼｰﾙﾄﾞの姿勢、線形管理 

・２層に施工する構造物の設計評価方法 

・ﾌﾞﾛｯｸｼｰﾙﾄﾞの縦断方向の剛性ｱｯﾌﾟと、

環状断面の縦断方向での縮小 など 

大型模型掘削実験や合成ｾｸﾞﾒﾝﾄの実

大組立実験、載荷試験を実施し、施工

性、信頼性に関して確認終了。分岐合流

部への適用に当たり、ｾｸﾞﾒﾝﾄ・ﾘﾝｸﾞ継手

の改良、施工時仮設支保工、ﾊﾟｲﾛｯﾄ工

事等への採用について今後検討予定。 

（提出企業の要望により非公開） 

施工法については、実証実験で確認済

み。合成セグメントについては検証が必

要。 

外殻覆工構造、推進ﾏｼﾝ、ｴﾚﾒﾝﾄ間継手

部の止水方法等、机上検討による開発

は完了。また、欠円形ｴﾚﾒﾝﾄを用いた基

本構造形における覆工載荷試験、坑口ｴ

ﾝﾄﾗﾝｽ止水実験、函体間の継手止水実

験、推進・函体接続試験完了。 

実現 

可能時期 
５年後を想定 ２０１０年 （提出企業の要望により非公開） 着手１年後に可能 約２年 

概略工期 約６５ヶ月 
６５ヶ月（ＧＳＥリング工法） 

６０ヶ月（ランプリングシールド工法） 
（提出企業の要望により非公開） ３９．５ヶ月 約７６ヶ月～約７９ヶ月 

概略工費 約３１０億円（直工） ３９３．８億円（直工） 

施工条件が不確定であり、それに伴う選

択肢が多岐にわたるため、現時点での

概算工事費の算出は差し控える。 

未算出 検討中 

技術開発

体制につ

いて（要

望事項） 

建設会社単独での開発は限度があり、

官・学・産の共同開発で実証実験などを

行い、実施工に繋げていくような体制が

必要。 

発注者側とリングシールド工法研究会と

の共同研究を希望。 

外かく環状道路のような、大規模プロジ

ェクトに関しては、効果的、効率的な技

術開発の推進のために、施工・設計条

件などの情報をできるだけ速やかに公

開してほしい。 

事業者との共同開発を希望。 （要望事項の記載無し） 

※ 本資料は情報提供資料より抜粋したものであり、内容については今後整理・分析する必要がある。 

ブロックシールド概念図

ルーフシールド 

凍結管 

止水凍結ゾーン 

本設覆工 

接合コンクリート 

シールド間掘削 
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「大深度トンネル分岐合流部の施工技術の開発状況調査」で情報提供を受けた工法一覧表（３／４） 

工法名 太径曲線パイプルーフ工法＋地盤改良 多段ＮＡＴＭ連結外殻先行覆工工法 吊桁式分岐合流部築造工法 細径曲線ボーリング工法＋凍結工法 すいすいＭＯＧＬＡ工法 

概要図 

 

 

 

 

    

工法概要 

太径曲線パイプルーフ工法は曲線推進

装置を用いておおむね 500ｍｍ以上の

大口径曲線鋼管（標準的にはφ600ｍ

ｍ、φ800ｍｍを想定）をトンネル間の軸

直角方向に敷設し、これを支保部材とし

てトンネルを切り拡げ、非開削で大断面

の地下空間を構築する技術です。 

 

 

 

 

 

 

多段 NATM 連結外殻先行覆工工法は、

道路トンネルの分岐合流部を、リング状

の斜坑から多数の小断面 NATM トンネ

ルを掘削し、分岐合流部全体を覆う外殻

覆工体を施工した後、外殻覆工体内部

を掘削して構築する。リング状斜坑は本

線またはランプシールドから NATM 工法

で掘削する。都市部での未固結地山で

は必要に応じ，シールド内より事前に薬

液注入を行い，周囲に止水ゾーンを形

成する。 
 

・既存のｼｰﾙﾄﾞ工法及び推進工法の組

み合わせによりﾗﾝﾌﾟ部となる鋼殻ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ構造の地中拡幅構造体を形成。 

・地中拡幅構造体を事前に構築した後、

本線ｾｸﾞﾒﾝﾄの撤去及び拡幅部の地山掘

削を行うことで、ﾗﾝﾌﾟﾄﾝﾈﾙと拡幅構造体

を接合し、分岐合流部を安全に築造す

る。 

・地中拡幅構造体は、上部及び下部ｱﾝｶ

ｰﾄﾝﾈﾙと、上部ｱﾝｶｰﾄﾝﾈﾙから鋼殻推進

で築造した鉛直支保壁と、本線ﾄﾝﾈﾙか

ら鋼殻推進で築造した上部及び下部床

桁と、ﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌによって構築する斜材と

によって形成された吊桁構造。 

本線トンネル及びランプトンネルの外側

にシールド工法により導坑を設置した

後、細径ボーリング工法を用いて、左右

の導坑から、それぞれ切り拡げ部の上

下にφ３００ｍｍの曲線鋼管を敷設す

る。 

この曲線鋼管に凍結管を設置して、切り

拡げ部上下にアーチ状の凍土を形成

し、地盤の強度増加、剛性の増加を図る

とともに、高水圧に対抗する止水ゾーン

を形成する。これによって、切り拡げ部

の上下にアーチ状の強固な地盤及び止

水ゾーンが形成され、切り拡げ掘削、覆

工を安全に施工できる。 

上部・下部の門型シールドと単円シール

ドを接合することにより、ランプトンネル

を構築し、さらに、本線シールドと接続さ

れる分岐合流部においては、門型シー

ルドが本線シールドに寄りつき接合する

ことで、合理的な構造断面を実現する外

殻先行構築工法。 

開発段階 

太径曲線ﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌ工法自体は、下記の

ようにほぼ完了 

下向きﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌ 

→実施工適用：2005.12～2006.10 

上向きﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌ 

→実大実験：2006.9～2007.2（予定） 

汎用機械における基本的な施工検討を

完了。 

デスクワークによる設計検討段階。施工

の詳細部は未検討。 

施工法は開発済み。 

位置計測システムについて、現在開発

計画中。 

従来技術を組み合わせてｼｽﾃﾑ化したも

のであり、現段階においても工法成立要

件をｸﾘｱしていると考える。今後は実現

に向けて、設計及び施工法に係る詳細

検討を実施し、工期・ｺｽﾄ・安全性等のさ

らなる向上に努める予定。 

実現 

可能時期 

約１年 

太径曲線ﾊﾟｲﾌﾟﾙｰﾌは即時施工可能 
約２年 （記載なし） 

施工法は実績もあり施工可能。 

位置計測システムについては、２年程度

を開発目途として計画中。 

２年後を想定 

概略工期 ６０ヶ月 ７４ヶ月 約４年 約６年 約３５ヶ月 

概略工費 検討中 検討中 概算４５０億円（直工） 検討中 

・ﾗﾝﾌﾟ部構築に要する工費は増加する

が、拡幅掘削部を構築するのに必要な

工費を大幅に低減できるため、全体工

費の低減が図れる。 
・本工法は拡幅掘削部が長いほど、また

ﾗﾝﾌﾟ部が短いほど工費的に有利となる。
（金額については提出企業の要望により非公開） 

技術開発

体制につ

いて（要

望事項） 

（要望事項の記載無し） （要望事項の記載無し） （要望事項の記載無し） （要望事項の記載無し） （提出企業の要望により非公開） 

※ 本資料は情報提供資料より抜粋したものであり、内容については今後整理・分析する必要がある。 

 

本線or
ランプ

リング状斜坑

小断面NATMトンネル

止水ゾーン

断　面　図

約 29000

約
 2
20
00

覆工コンクリート

本線シールド

凍結工法

ＴＵＬＩＰ工法

ランプシールド
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「大深度トンネル分岐合流部の施工技術の開発状況調査」で情報提供を受けた工法一覧表（４／４） 

工法名 カップルバード工法 分岐合流部外殻先行構築工法 ウイングプラス工法 セグメント切削シールド工法 

概要図 

 

 

 

 

   

工法概要 

カップルバード工法は、本線シールドとラ

ンプシールドを連結し、分岐合流部を構

築する技術である。分岐合流部では、両

トンネルから拡張セグメントを押し出した

後、トンネル間を山岳工法で掘削して拡

張セグメント間を鋼製セグメントで結合す

る。拡張セグメントを押出す方法として、

シールド機によって余掘りした後に押出

す方法（先出し案）、山岳工法で切開く際

に押出す方法（後出し案）があり、施工

条件により選択する。 

ランプシールドあるいはその他のシール

ド等を発進基地として本線シールド到達

前に予め急曲線シールドを用いた外郭

を構築し、その後内部の掘削を行う工法

である。先行構築する外郭にはＥＣＬ（直

打ちコンクリート）を用い、部分的に先行

施工されたＥＣＬコンクリートを切削する

ことで順次積み重ねを行い、外郭構造体

を構築する。 

工法の特徴であるｱｰﾁ型掘進機により，

分岐合流部構築のために必要な防護工

（先受けｱｰﾁシェル）をｼｰﾙﾄﾞ掘進と同時

に連続的に施工するため，建設ｺｽﾄの低

減と工期の短縮が図れる． 

ｱｰﾁ型掘進機は，ｶｯﾀｰｼｬﾌﾄをﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ

ｼﾞｮｲﾝﾄで接続した構造であり，端部の駆

動ﾓｰﾀｰを回転することで、ｱｰﾁ状の掘

削が可能である．掘削直後、ｱｰﾁ型掘進

機の後部でｺﾝｸﾘｰﾄを打設するため，地

山を緩めずに先受けｱｰﾁを造成すること

ができ、周辺地盤への影響が抑制でき

る工法である。 

先行するトンネルの側壁の一部を後行ト

ンネルで切削し、分岐合流部の両トンネ

ルを極力近接さて、上下床版で両トンネ

ルを連結する。 

分合流部の躯体幅を必要最小限に抑え

ることで、構造の安定・連結作業量の縮

減・専用幅の縮減を図る。 

ランプ・本線間に中柱が設置できる区間

はアレー型に、中柱が設置できない区間

は卵型とする。 

切削部セグメントは、CFRP 格子筋と軽

量骨材コンクリートを用いることで切削性

を大幅に改善している。 

開発段階 

本線ｼｰﾙﾄﾞ（φ12m ｸﾗｽ）、ﾗﾝﾌﾟｼｰﾙﾄﾞ

（φ9m ｸﾗｽ）を対象とした実証実験を終

了している。本線ｼｰﾙﾄﾞ（φ16m ｸﾗｽ）、ﾗ

ﾝﾌﾟｼｰﾙﾄﾞ（φ12m ｸﾗｽ）を対象とした追

加実証実験を平成 21 年 3 月迄に完了

予定。 

机上検討段階 
実用化段階 

（模型による実証実験の完了段階） 

φ２ｍのトンネル模型にてセグメントの

切削実験を実施済み 

実現 

可能時期 
概ね２年後を予定 未定 （提出企業の要望により非公開） ３年 

概略工期 約４年半 ５年８ヶ月 ４４ヶ月 （提出企業の要望により非公開） 

概略工費 約３２８億円（直工） 検討予定 （提出企業の要望により非公開） 未算出 

技術開発

体制につ

いて（要

望事項） 

・国総研に総合技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ委員

会を設置し、主要ﾃｰﾏ（分合流技術、環

境影響対策技術等）は分科会で検討。 

・総ﾌﾟﾛ分科会で官学産の共同研究が望

ましいと判断したﾃｰﾏを土木研究所等で

参加者を募集し共同研究を実施。 

（要望事項の記載無し） （提出企業の要望により非公開） 

類似した工法を集約し、工法の課題解

決・信頼性の向上を図るため、官・学・民

の共同研究体制を取り、開発費用の分

担の中、工法の実現化を図りたい。 

※ 本資料は情報提供資料より抜粋したものであり、内容については今後整理・分析する必要がある。 
 

厚型セグメント
厚型セグメント

標準セグメント 継ぎ部

新素材セグメント

外郭構造体の横断図

本線(３車線)
ランプ(２車線)

R=8000

ECL

R=6000
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＜参考資料＞ 検討条件（第 4 回大深度トンネル技術検討委員会資料抜粋） 

 

１）検討対象箇所 

土被りが最も大きく、作用する荷重が最も大きいと考えられる中央 JCT 南側とし、分岐合流部のうち延長の長い合流部を検討対象とする。 

 

２） 道路種級および設計速度 

本 線 ： 2 種 1 級  設計速度 80km/h 

ランプ ： A 規格   設計速度 40km/h 

 

３） 本線およびランプシールドトンネル断面 

本線シールドトンネル断面            ランプシールドトンネル断面 
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４）内空条件 

検討を進めるうえで合流部における必要な内部空間に関する条件を示す。 

 

①線形等の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②その他の内空条件 

・建築限界と構造物躯体との離隔 ： 最小 150ｍｍ 

・床下空間 ： 管理用通路や施設空間として最小幅 2.5m、最小高さ 2.75ｍ、のトンネル縦断方向に連続する空間を見込んでおく。 

 

合流部平面イメー

合流部縦断線形 

本線道路中心縦断

線形

ランプ道路中心縦断線形

見通し区間：原則として柱

など構造物を設

置しない

断 面 

 

本  

ランプ
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５）地質条件 

 

外環の地中拡幅部の掘削地層は、ほぼ上総層群にあたる。 

検討箇所における地質は、上総層群の東久留米層の砂質土が主な地層にあたり、地下水位は、上部のローム層（Ｌm）と武蔵野礫層（Mｇ）との層境付近にある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 計画路線沿いの地質概要 

 

※1）地質縦断図の NO.は、地下水位及び帯水層の地質・水理・水質調査地点を示す。 
※2）図に示す構造物は、地中構造物を主体とした。 ※3）地層名は「東京都（区部）大深度地下地盤図」 

（平成 8 年 東京都土木技術研究所）に準じた。 

縦断図は、縦横比を 1：20 の割合で表現。 

縦断図は、事業区域の中心に沿った断面を表現。

対象箇所

開削区間 開削区間 開削区間 
開削区間 

a

a
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地盤定数 

変 形 特性
変形係数 粘着力 内部摩擦角 透水係数 流速

γ E C φ ｋ ｖ

kN/m3 kN/m2 kN/m2 deg cm/sec cm/day
Lm 14 5 － 21,000 100 15 1×10-4 －
Mg 18 49 － 39,000 0 42 2×10-3 －

Tong 19 50＜ 101 283,000 25 42 2×10-2 2以下

Tons 19 50＜ 150 420,000 100 42 5×10-4 1以下

Hic 19 50＜ 150 100,000 400 10 1×10-5 －

His 19 50＜ 280 210,000 100 42 3×10-3 1以下

地質記号

水理特性単位体積
重量

換算N値

強度特性

Ｎ値

 
  

a-a 断面 

 

 
６）上載荷重    

今回の検討におけるトンネルへの上載荷重Ｐは、支持層位置に作用する P0 を 

180KN/m2 および 72KN/m2 とし、45°で地中分散した値とする。 

 

 
 

７）環境への影響条件 

①周辺地盤への影響 

地上に問題となるような影響が生じない指標として、建築物に対する近接施工事例

等より地表面の傾斜角 1/1,000rad を許容値とする。 

 

②地下水への影響 

地下水の水質および流動に問題となるような影響がない工法とする。 

 

 

８）資機材の搬入、掘削土砂の搬出 

資機材の搬入、掘削土砂の搬出のための地上とのアクセスは、図 1 に示す開削区間

で行うものとし、それ以外の地上部からの施工は行わないものとする。 

 

[単位：ｍ] 

支持層 

支持層 
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９）調査帳票 

下記の様式により作成した帳票に必要事項（記述可能な範囲）を記入のうえ提出するものとする（一社複数工法回答可）。 

なお、可能な範囲で、概略施工計画、概略構造、周辺地盤への影響、地下水への影響、概略工期、概算工費の根拠資料を添付するものとする。 

調査結果の公開を希望しない場合は、各備考欄にその旨を記載する。ただし、その情報の取扱については、別途調整を行う場合がある。 

様式-1 

調査項目 内  容 備考 

工法名称 ●●工法（知財権関連登録番号等） 
 

 

工法概要 

 

 

概略施工計画 

 

 

概略構造 

 

 

開発段階 
  

実現可能時期   

周辺地盤への影響 

 

 

環境条件 

地下水への影響 

 

 

※この調査は大深度トンネルにおける民間等の技術開発状況について調査を行うものです。 

※今回の調査結果は特定の事業の設計等に用いるものではなく、また、調査票の提出の有無により不利益を受けるものではありません。 

工法の概要を文章、概略図、イラスト等により示してください。 

・ 施工フロー、施工順序、その他を示し、どのように工法を実現するのかを示してください。 
・ 必要となる（特徴的な）事項（必要設備、開発の対象となる要素技術）等を示してください。 

情報の公開を希望しない場合
は、項目毎にその旨を記載し
てください。 

・ 完成時にどのような構造となるのかを、概略横断図や躯体の構造・厚さ等を示してください。 
・ また、構造は試計算の結果であるか、どのような推定か、等について記載してください。 

地表面の傾斜角が 1/1,000rad以下となることを検討している場合は、その概要を示してください。 

地下水に対し水質および流動への影響を与えない方法（補助工法等）について検討している場合は、その概要を示してください。

開発段階を記載してください。 実現可能な時期が概ね何年後になるのか記載してください。 
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様式-2 

工法名称 ●●工法（知財権関連登録番号等） 備考 

主な工種 1 年 2 年 3 年          

ランプシール

ド 
            

本線シールド             

接続工             

             

             概略工期 

 

 

概算工費 

 

 

 

これまでに要し

た技術開発費 

 

 

今後要する技術

開発費 

 

 

技術開発体制 

について 

 

 
 

連絡先 

 

 

※この調査は大深度トンネルにおける民間等の技術開発状況について調査を行うものです。 

※今回の調査結果は特定の事業の設計等に用いるものではなく、また、調査票の提出の有無により不利益を受けるものではありません。 
 

・ 工法の特徴的な工期的条件（たとえば本線シールド通過後着手、ランプシールドを先
行、等）を示してください。 

・ 地中拡幅部の着手から完成までの概算工期を示してください。 

工種別に算出条件（数量、仕様等）と概算工費を示してください。 

概ねの費用を示してください。 

概ねの費用を示してください。 

技術開発を実現に適すると考えられる、または望まれる体制として、官・学・産の協力体制など、どのようなものが考えられるか、自由
なご意見をください。 

社名、担当部署、電話番号、電子メールアドレスをおねがいします。 

情報の公開を希望しない場合は、その
旨を記載してください。 


